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加し13億tとなる⾒込みです。 
⽶は、インド、中国、バングラデシュ等で増加するものの、前年度に⽐べ0.1%減少し5

億4千万tとなる⾒込みです。 
⼤⾖は、ブラジル、ロシア、パラグアイ等で増加するものの、アルゼンチン、⽶国、イ

ンド等で減少し、前年度に⽐べ微減し4億3千万tとなる⾒込みです。 
期末在庫率については、とうもろこし、⽶、⼤⾖は前年度に⽐べ低下する⼀⽅、⼩⻨は

前年度に⽐べ上昇する⾒込みです。 
 

 
 
また、2024/25年度における世界の穀

物等の期末在庫量に占める中国の割合を
⾒ると、とうもろこし64.9%、⽶54.6%、
⼩⻨49.2%、⼤⾖35.9%となっており、
突出して⾼い⽔準となっています(図図表表
11--11--33)。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

((世世界界経経済済のの鈍鈍化化等等にによよりり中中期期的的ににはは穀穀物物等等のの需需要要のの伸伸びびはは鈍鈍化化のの⾒⾒込込みみ))  
世界経済においては、中期的には中国の成⻑の鈍化や⼈⼝減少が⾒込まれます。また、

インド等の新興国・開発途上国において⽐較的⾼い経済成⻑率が維持されると⾒られてい
ます。将来的に開発途上国の多くの国で経済成⻑は鈍化すると⾒られ、世界経済はこれま
でより緩やかな成⻑となる⾒込みです。 

このような中、令和17(2035)年における世界の穀物等の需給について⾒通すと、需要⾯

図表1-1-2 2025/26年度における穀物等の⽣産量、消費量、期末在庫量、期末在庫率 

資料：⽶国農務省「World Agricultural Supply and Demand Estimates｣を基に農林⽔産省作成 
注：1) 期末在庫率(%)＝期末在庫量÷消費量(輸出量と輸⼊量の差で調整された消費量)×100 

2) 令和8(2026)年3⽉時点の数値 

対前年度
増減率

(%)
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(%)
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(ポイント)
⼩⻨ 842.1 5.2 824.8 1.8 277.0 6.7 33.6 1.5
とうもろこし 1,297.4 5.4 1,300.5 4.0 292.8 -1.0 22.5 -1.2
⽶ 541.3 -0.1 541.0 1.9 191.5 0.2 35.4 -0.6
⼤⾖ 427.2 -0.0 424.2 2.6 125.3 1.2 29.5 -0.4
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図表1-1-3 主な穀物等の国・地域別の期末在庫 
(2024/25年度) 

資料：⽶国農務省「Production, Supply and Distribution Online」を
基に農林⽔産省作成 

注：令和8(2026)年3⽉時点の数値 
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第第11節節  世世界界のの⾷⾷料料需需給給のの動動向向  

 
 
世界の⾷料需給は、開発途上国を中⼼とした世界⼈⼝の増加による⾷料需要の増加、気

候変動による異常気象の頻発化、地政学的リスクの⾼まり等により不安定化しています。
このため、⾷料の国際価格は、新興国の経済発展による需要の増⼤やエネルギー向け需要
の拡⼤、気候変動の影響等により変動しています。 

本節では、国際的な⾷料需給や⾷料価格の動向等について紹介します。 
 

((11))  国国際際的的なな⾷⾷料料需需給給のの動動向向  
((22002255//2266年年度度ににおおけけるる穀穀物物のの⽣⽣産産量量、、消消費費量量はは前前年年度度にに⽐⽐べべ増増加加))  

令和8(2026)年3⽉に⽶国農務省が発表した資料によると、2025/26年度における世界の
穀物消費量は29億6千万tと、前年度に⽐べ8.5千万t(3.0%)増加する⾒込みです(図図表表11--11--11)。
これは、開発途上国の⼈⼝増加、所得⽔準の向上等によるものです。 

また、⽣産量は、主に単収の伸びにより消費量の増加に対応しており、同年度は29億8
千万tと、前年度に⽐べ1億2千万t(4.3%)増加する⾒込みです。 

同年度の期末在庫率は26.8%と、前年度に⽐べ0.2ポイント低下する⾒込みですが、⽶国
における⾼温乾燥等により価格が⾼騰した2012/13年度(21.0%)を上回る⾒込みです。また、
中国を除いて試算した場合の期末在庫率は13.5%にとどまっており、世界的な不作が発⽣
した場合には、⾷料不⾜や価格⾼騰が起こりやすい状況にあります。 
 

 
 
2025/26年度における世界の穀物等の⽣産量を品⽬別に⾒ると、⼩⻨はEU、アルゼンチ

ン、ロシア等で増加することから、前年度に⽐べ5.2%増加し8億4千万tとなる⾒込みです
(図図表表11--11--22)。 

とうもろこしは、⽶国、中国、ウクライナ等で増加することから、前年度に⽐べ5.4%増

図表1-1-1 世界の穀物⽣産量、消費量、期末在庫率  

資料：⽶国農務省「Production, Supply and Distribution Online」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 穀物は、⼩⻨、粗粒穀物(とうもろこし、⼤⻨等)、⽶(精⽶)の合計 

2) 世界の期末在庫率(%)＝期末在庫量÷(消費量+輸出量-輸⼊量)×100、中国を除く期末在庫率(%)=中国を除く期末在庫量÷(中国を除く
消費量+中国を除く輸出量)×100 

3) 令和8(2026)年3⽉時点の数値 
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((世世界界ののババイイオオ燃燃料料⽤⽤農農産産物物のの需需要要はは増増加加のの⾒⾒通通しし))  

近年、化⽯燃料への依存からの脱却や温室効果ガス排出量の削減のため、バイオ燃料の
導⼊・普及が国際的に進展しており、とうもろこしやさとうきび、⼤⾖等のバイオ燃料⽤
の農産物への需要が増加しています。 

令和7(2025)年7⽉にOECD及びFAO1(国連⾷糧農業機関)が公表した予測によると、令
和16(2034)年までにバイオエタノールの消費量は1億5,646万kLへ、バイオディーゼルの消
費量は8,124万kLへとそれぞれ増加する⾒通しとなっています(図図表表11--11--55)。 

 

 
1 Food and Agriculture Organization of the United Nationsの略 

図表1-1-4 世界の穀物等⽣産量、輸出量のシェア(2025/26年度) 

(とうもろこし) 

資料：⽶国農務省「Production, Supply and Distribution Online」を基に農林⽔産省作成 
注：令和8(2026)年3⽉時点の数値 
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では、開発途上国の総⼈⼝の増加、新興国・開発途上国を中⼼とした所得⽔準の向上等に
伴って⾷⽤・飼料⽤需要の増加が中期的に続くものの、先進国だけでなく新興国・開発途
上国においても今後の経済成⻑の弱含みを反映して穀物等の需要の伸びは鈍化し、より緩
やかとなる⾒通しとなっています1。供給⾯では、今後、穀物や油糧種⼦の収穫⾯積が僅か
に減少する⼀⽅、農業技術の進歩等による⽣産性の向上により、⽣産量は増加する⾒通し
となっています。 

世界の⾷料需給は、農業⽣産が地域や年ごとに異なる⾃然条件の影響を強く受け、⽣産
量が変動しやすいこと、世界全体の⽣産量に⽐べ貿易量が少なく輸出国の動向に影響を受
けやすいこと等から、不安定な要素を有しています。また、気候変動や⼤規模な⾃然災害、
感染症や⾼病原性⿃インフルエンザ等の家畜伝染病の流⾏、ロシアによるウクライナ侵略、
イラン等を中⼼とした中東情勢の緊迫化といった多様化するリスクを踏まえると、⾷料の
安定供給の確保に万全を期す必要があります。 
 
((世世界界のの穀穀物物等等のの⽣⽣産産量量・・輸輸出出量量ののシシェェアア))  

⽶国農務省では、2025/26年度における世界の穀物等の⽣産量、輸出量の⾒込みを⽰し
ています。 

⼩⻨の主要⽣産国はEU、中国、インド、ロシア、⽶国、カナダで、世界全体の69.5%の
シェアを占めています(図図表表11--11--44)。約20年前の伝統的な輸出国は⽶国、カナダでしたが、
同年度の上位輸出国はロシア、EU、カナダ、豪州、⽶国、アルゼンチンであり、ロシアの
シェアが⾼まっています。 

とうもろこしの主要⽣産国は⽶国、中国、ブラジル、EU、アルゼンチン、インドで世界
全体の78.4%のシェアを占めています。他⽅、上位輸出国は⽶国、ブラジル、アルゼンチ
ン、ウクライナ、ロシア、パラグアイです。輸出量に占めるブラジルやウクライナのシェ
アの伸びが顕著であり、また、パラグアイとロシアの輸出量はほぼ同⽔準となっています。 

⼤⾖の主要⽣産国はブラジル、⽶国、アルゼンチン、中国、パラグアイ、インドであり、
世界全体の90.6%を占めています。上位輸出国はブラジル、⽶国、アルゼンチン、パラグ
アイ、カナダ、ウルグアイであり、ブラジルのシェアが⾼まっています。 
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((世世界界ののババイイオオ燃燃料料⽤⽤農農産産物物のの需需要要はは増増加加のの⾒⾒通通しし))  

近年、化⽯燃料への依存からの脱却や温室効果ガス排出量の削減のため、バイオ燃料の
導⼊・普及が国際的に進展しており、とうもろこしやさとうきび、⼤⾖等のバイオ燃料⽤
の農産物への需要が増加しています。 

令和7(2025)年7⽉にOECD及びFAO1(国連⾷糧農業機関)が公表した予測によると、令
和16(2034)年までにバイオエタノールの消費量は1億5,646万kLへ、バイオディーゼルの消
費量は8,124万kLへとそれぞれ増加する⾒通しとなっています(図図表表11--11--55)。 

 

 
1 Food and Agriculture Organization of the United Nationsの略 

図表1-1-4 世界の穀物等⽣産量、輸出量のシェア(2025/26年度) 

(とうもろこし) 

資料：⽶国農務省「Production, Supply and Distribution Online」を基に農林⽔産省作成 
注：令和8(2026)年3⽉時点の数値 
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では、開発途上国の総⼈⼝の増加、新興国・開発途上国を中⼼とした所得⽔準の向上等に
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イラン等を中⼼とした中東情勢の緊迫化といった多様化するリスクを踏まえると、⾷料の
安定供給の確保に万全を期す必要があります。 
 
((世世界界のの穀穀物物等等のの⽣⽣産産量量・・輸輸出出量量ののシシェェアア))  
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とうもろこしの主要⽣産国は⽶国、中国、ブラジル、EU、アルゼンチン、インドで世界
全体の78.4%のシェアを占めています。他⽅、上位輸出国は⽶国、ブラジル、アルゼンチ
ン、ウクライナ、ロシア、パラグアイです。輸出量に占めるブラジルやウクライナのシェ
アの伸びが顕著であり、また、パラグアイとロシアの輸出量はほぼ同⽔準となっています。 

⼤⾖の主要⽣産国はブラジル、⽶国、アルゼンチン、中国、パラグアイ、インドであり、
世界全体の90.6%を占めています。上位輸出国はブラジル、⽶国、アルゼンチン、パラグ
アイ、カナダ、ウルグアイであり、ブラジルのシェアが⾼まっています。 
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((22))  国国際際的的なな⾷⾷料料価価格格のの動動向向  
((穀穀物物等等のの国国際際価価格格はは平平成成2200((22000088))年年以以前前をを上上回回るる⽔⽔準準でで推推移移))  

穀物等の国際価格は、新興国における畜産物の需要増加、バイオ燃料等のエネルギー向
け需要の増⼤や気候変動の影響等のほか、令和4(2022)年2⽉のロシアによるウクライナ侵
略等により、上昇傾向で推移しました。その後はおおむねロシアによるウクライナ侵略前
の⽔準まで下落したものの、穀物等の国際価格は平成20(2008)年以前を上回る⽔準で推移
しています。 

⼩⻨の国際価格は、ロシアによるウクライナ侵略等により、令和4(2022)年3⽉に過去最
⾼値を更新し、523.7ドル/tとなったものの、令和8(2026)年3⽉時点では、おおむね令和
4(2022)年2⽉以前の⽔準まで下落しています(図図表表11--11--66)。また、とうもろこし、⼤⾖の
国際価格についても、令和8(2026)年3⽉時点では、ブラジル等における豊作等により、お
おむね令和4(2022)年2⽉以前の⽔準まで下落しています。 

⽶の国際価格は、令和4(2022)年9⽉以降、インドの輸出規制強化、インドネシアの需要
増加等により上昇しましたが、令和6(2024)年以降、インドの輸出禁⽌措置の解除等を受

資料：農林⽔産政策研究所「⾷環境と社会・経済的環境が持続可能な⾷料消費に及ぼす影響評価―8か国⽐較による考察―」(令和7(2025)年3
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：1) ⾷料品の購買⾏動の規定因⼦を整理したFood Valuesの11項⽬(Lusk & Briggeman, 2009)のうち、7項⽬の結果についてのみ抜粋 
2) 標準化BW(ベスト・ワースト)スコアとは、各項⽬の重要度を-1から1の範囲で表現したものであり、1に近いほど重要視され、-1に 

近いほど軽視されている傾向を⽰す。 

((ココララムム))  世世界界のの持持続続可可能能なな⾷⾷料料⽣⽣産産ののたためめににはは消消費費者者がが求求めめるる⾷⾷品品をを供供給給すするる  
環環境境整整備備もも必必要要  

世界⼈⼝が増加し、安定的に⼗分な⾷料を⽣産することが求められる中、気候変動に伴う農産物の
品質低下や収量の減少等が世界的に懸念されています。 

農林⽔産政策研究所が令和6(2024)年に8か国で実施した調査によると、各国の消費者が⽇常の⾷
品選択において「⾷味」「安全性」「栄養」を重視する⼀⽅で、「伝統性」「公平性」「環境影響」等の
項⽬は重視していないという傾向が⾒られました。この傾向は、環境に対する意識が⽐較的⾼いとさ
れるドイツ、フランスでも⾒られており、これら2か国においても近年の物価上昇等の影響から「価
格」への意識が⾼まっていることがうかがわれます。このように、消費者の⾷に対する意識は経済的・
物理的状況にも影響されることが推測されます。 

世界の持続可能な⾷料⽣産の実現に向けては、円滑な⾷品アクセスの確保も改善策の⼀つと考えら
れ、消費者の⾷に対する意識を醸成することに加え、消費者が求める⾷品を供給できる環境の整備も
重要となっています。 

88かか国国のの消消費費者者がが⾷⾷品品選選択択のの際際にに考考慮慮すするる項項⽬⽬  
(単位：標準化BWスコア)

安全性 栄養 ⾷味 価格 環境影響 公平性 伝統性
⽶国 0.5 0.3 0.4 0.1 -0.1 -0.2 -0.3
インド 0.5 0.5 0.2 -0.3 0.0 -0.2 -0.3
アルゼンチン 0.5 0.4 0.3 0.3 -0.2 -0.3 -0.3
ケニア 0.6 0.6 0.1 0.1 -0.1 -0.3 -0.3
ドイツ 0.3 0.2 0.4 0.2 -0.0 -0.1 -0.4
フランス 0.3 0.2 0.4 0.1 -0.2 -0.2 -0.2
中国 0.5 0.4 0.3 -0.2 -0.0 -0.2 -0.3
セネガル 0.7 0.4 0.2 -0.1 -0.2 -0.3 -0.1

 

 
 

((海海外外農農業業のの持持続続可可能能性性))  
農林業分野は、令和元(2019)年において、世界全体の温室効果ガス(GHG1)排出量の22%

を占めており、また、世界の⽔使⽤量の約7割は農業⽤⽔であること等から、気候変動や
⽣物多様性に⼤きな影響を与えており、温室効果ガスの排出削減や適切な利⽤による⼟
壌・⽔資源の保全等が求められています。 

国際的な動きとして、EUでは令和2(2020)年5⽉に持続可能な⾷料システムへの包括的
なアプローチを⽰した「Farm to Fork(農場から⾷卓まで)戦略」を公表し、令和12(2030)
年を⽬標年とする具体的な数値⽬標が設定されているほか、⼆国間貿易協定にサステナブ
ル条項を⼊れるなど、国際交渉を通じてEUのフードシステムをグローバル・スタンダード
にしようという動きが⾒られます。 

また、IPCC2第6次評価報告書によれば、アフリカでは、気温上昇と⼲ばつが、かんがい
分野の脆 弱

ぜいじゃく
性を増⼤させており、これらが複合的に農産物や畜産物の⽣産に悪影響を及

ぼし、⾷料価格の上昇、飢餓リスクの増⼤、⼦供の栄養失調の根絶に向けた進展の遅れに
つながると予測されています。アジアでは⽔資源の競合、農村から都市への移住等の⾮気
候的要因とあいまって、気候変動が⾷料不安を悪化させる可能性があるとしています。 

また、持続可能な⾷料⽣産のためには、⼟壌・⽔資源の保全に加え、強制労働や児童労
働といった⼈権への配慮等の持続的な社会・経済の形成に向けた取組も重要です。くわえ
て、ビジネスにおいても持続可能性を確保する取組が企業評価やサステナブルファイナン
ス3における重要な判断基準となりつつあります。ILO4(国際労働機関)によると、欧州を中
⼼に、労働に関する企業の社会的責任(CSR5)や責任ある企業⾏動(RBC6)を含む⼈権デュ
ー・ディリジェンスに関する法制化が進んでいます7。 
 

 
1 Greenhouse Gasの略 
2 Intergovernmental Panel on Climate Changeの略 
3 新たな産業・社会構造への転換を促し、持続可能な社会を実現するための⾦融 
4 International Labour Organizationの略 
5 Corporate Social Responsibilityの略 
6 Responsible Business Conductの略 
7 ILO, 2022 

図表1-1-5 世界のバイオ燃料の消費量と⾒通し 
(バイオエタノール) (バイオディーゼル) 

資料：OECD、FAO「OECD-FAO Agricultural Outlook 2025-2034」を基に農林⽔産省作成 
注：参考⽂献⼀覧を参照 
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((22))  国国際際的的なな⾷⾷料料価価格格のの動動向向  
((穀穀物物等等のの国国際際価価格格はは平平成成2200((22000088))年年以以前前をを上上回回るる⽔⽔準準でで推推移移))  

穀物等の国際価格は、新興国における畜産物の需要増加、バイオ燃料等のエネルギー向
け需要の増⼤や気候変動の影響等のほか、令和4(2022)年2⽉のロシアによるウクライナ侵
略等により、上昇傾向で推移しました。その後はおおむねロシアによるウクライナ侵略前
の⽔準まで下落したものの、穀物等の国際価格は平成20(2008)年以前を上回る⽔準で推移
しています。 

⼩⻨の国際価格は、ロシアによるウクライナ侵略等により、令和4(2022)年3⽉に過去最
⾼値を更新し、523.7ドル/tとなったものの、令和8(2026)年3⽉時点では、おおむね令和
4(2022)年2⽉以前の⽔準まで下落しています(図図表表11--11--66)。また、とうもろこし、⼤⾖の
国際価格についても、令和8(2026)年3⽉時点では、ブラジル等における豊作等により、お
おむね令和4(2022)年2⽉以前の⽔準まで下落しています。 

⽶の国際価格は、令和4(2022)年9⽉以降、インドの輸出規制強化、インドネシアの需要
増加等により上昇しましたが、令和6(2024)年以降、インドの輸出禁⽌措置の解除等を受

資料：農林⽔産政策研究所「⾷環境と社会・経済的環境が持続可能な⾷料消費に及ぼす影響評価―8か国⽐較による考察―」(令和7(2025)年3
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 

注：1) ⾷料品の購買⾏動の規定因⼦を整理したFood Valuesの11項⽬(Lusk & Briggeman, 2009)のうち、7項⽬の結果についてのみ抜粋 
2) 標準化BW(ベスト・ワースト)スコアとは、各項⽬の重要度を-1から1の範囲で表現したものであり、1に近いほど重要視され、-1に 

近いほど軽視されている傾向を⽰す。 

((ココララムム))  世世界界のの持持続続可可能能なな⾷⾷料料⽣⽣産産ののたためめににはは消消費費者者がが求求めめるる⾷⾷品品をを供供給給すするる  
環環境境整整備備もも必必要要  

世界⼈⼝が増加し、安定的に⼗分な⾷料を⽣産することが求められる中、気候変動に伴う農産物の
品質低下や収量の減少等が世界的に懸念されています。 

農林⽔産政策研究所が令和6(2024)年に8か国で実施した調査によると、各国の消費者が⽇常の⾷
品選択において「⾷味」「安全性」「栄養」を重視する⼀⽅で、「伝統性」「公平性」「環境影響」等の
項⽬は重視していないという傾向が⾒られました。この傾向は、環境に対する意識が⽐較的⾼いとさ
れるドイツ、フランスでも⾒られており、これら2か国においても近年の物価上昇等の影響から「価
格」への意識が⾼まっていることがうかがわれます。このように、消費者の⾷に対する意識は経済的・
物理的状況にも影響されることが推測されます。 

世界の持続可能な⾷料⽣産の実現に向けては、円滑な⾷品アクセスの確保も改善策の⼀つと考えら
れ、消費者の⾷に対する意識を醸成することに加え、消費者が求める⾷品を供給できる環境の整備も
重要となっています。 

88かか国国のの消消費費者者がが⾷⾷品品選選択択のの際際にに考考慮慮すするる項項⽬⽬  
(単位：標準化BWスコア)

安全性 栄養 ⾷味 価格 環境影響 公平性 伝統性
⽶国 0.5 0.3 0.4 0.1 -0.1 -0.2 -0.3
インド 0.5 0.5 0.2 -0.3 0.0 -0.2 -0.3
アルゼンチン 0.5 0.4 0.3 0.3 -0.2 -0.3 -0.3
ケニア 0.6 0.6 0.1 0.1 -0.1 -0.3 -0.3
ドイツ 0.3 0.2 0.4 0.2 -0.0 -0.1 -0.4
フランス 0.3 0.2 0.4 0.1 -0.2 -0.2 -0.2
中国 0.5 0.4 0.3 -0.2 -0.0 -0.2 -0.3
セネガル 0.7 0.4 0.2 -0.1 -0.2 -0.3 -0.1

 

 
 

((海海外外農農業業のの持持続続可可能能性性))  
農林業分野は、令和元(2019)年において、世界全体の温室効果ガス(GHG1)排出量の22%

を占めており、また、世界の⽔使⽤量の約7割は農業⽤⽔であること等から、気候変動や
⽣物多様性に⼤きな影響を与えており、温室効果ガスの排出削減や適切な利⽤による⼟
壌・⽔資源の保全等が求められています。 

国際的な動きとして、EUでは令和2(2020)年5⽉に持続可能な⾷料システムへの包括的
なアプローチを⽰した「Farm to Fork(農場から⾷卓まで)戦略」を公表し、令和12(2030)
年を⽬標年とする具体的な数値⽬標が設定されているほか、⼆国間貿易協定にサステナブ
ル条項を⼊れるなど、国際交渉を通じてEUのフードシステムをグローバル・スタンダード
にしようという動きが⾒られます。 

また、IPCC2第6次評価報告書によれば、アフリカでは、気温上昇と⼲ばつが、かんがい
分野の脆 弱

ぜいじゃく
性を増⼤させており、これらが複合的に農産物や畜産物の⽣産に悪影響を及

ぼし、⾷料価格の上昇、飢餓リスクの増⼤、⼦供の栄養失調の根絶に向けた進展の遅れに
つながると予測されています。アジアでは⽔資源の競合、農村から都市への移住等の⾮気
候的要因とあいまって、気候変動が⾷料不安を悪化させる可能性があるとしています。 

また、持続可能な⾷料⽣産のためには、⼟壌・⽔資源の保全に加え、強制労働や児童労
働といった⼈権への配慮等の持続的な社会・経済の形成に向けた取組も重要です。くわえ
て、ビジネスにおいても持続可能性を確保する取組が企業評価やサステナブルファイナン
ス3における重要な判断基準となりつつあります。ILO4(国際労働機関)によると、欧州を中
⼼に、労働に関する企業の社会的責任(CSR5)や責任ある企業⾏動(RBC6)を含む⼈権デュ
ー・ディリジェンスに関する法制化が進んでいます7。 
 

 
1 Greenhouse Gasの略 
2 Intergovernmental Panel on Climate Changeの略 
3 新たな産業・社会構造への転換を促し、持続可能な社会を実現するための⾦融 
4 International Labour Organizationの略 
5 Corporate Social Responsibilityの略 
6 Responsible Business Conductの略 
7 ILO, 2022 

図表1-1-5 世界のバイオ燃料の消費量と⾒通し 
(バイオエタノール) (バイオディーゼル) 

資料：OECD、FAO「OECD-FAO Agricultural Outlook 2025-2034」を基に農林⽔産省作成 
注：参考⽂献⼀覧を参照 
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第第22節節  我我がが国国ににおおけけるる⾷⾷料料のの供供給給  

 
 
我が国において農業者の急速な減少や⾼齢化が⾒込まれる中、⾷料安全保障を確保し、

農業の持続的な発展を図るためには、⼈・農地等の資源をフル活⽤し、⾷料⾃給⼒を確保
することが必要です。このような観点から農地の確保1、持続可能な農業構造の構築2や、
⽣産性の向上3を図っていくことが必要であり、多収性や⾼温耐性等を備えた品種の開発・
普及を推進4するなど、様々な取組が進められています。 

本節では、我が国における⾷料供給の状況、農業⽣産の動向等に加え、⾷料⾃給率につ
いて紹介します。 
 

((11))  我我がが国国ににおおけけるる⾷⾷料料供供給給のの確確保保  
((国国産産とと輸輸⼊⼊先先上上位位33かか国国にによよるる⾷⾷料料供供給給のの割割合合はは約約88割割))  

我が国の⾷料供給は、国産と輸⼊先上位
3か国(⽶国、豪州、カナダ)で、供給熱量の
約8割を占めています(図図表表11--22--11)。⾷料の
安定的な供給を⾏うためには、国内の農業
⽣産の増⼤を図るとともに、主要輸⼊先国
との安定的な関係を維持していくことも必
要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
((⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確保保にに向向けけたた構構造造転転換換対対策策をを推推進進))  

⾷料安全保障の確保に向けた国⺠に対する⾷料の安定的な供給については、国内の農業
⽣産の増⼤を図ることを基本とし、これと併せて国内⽣産だけでは賄えない⾷料や農業⽣
産資材の安定的な輸⼊や備蓄の確保を図ることが必要です。 

また、農地、⽔、⼈や農業⽣産資材等の資源を確保するとともに、それらと、農業⽣産

 
1 第2章第3節で記載 
2 トピックス1、第2章第2節で記載 
3 第2章第4節で記載 
4 第2章第5節で記載 

図表1-2-1 供給熱量の国・地域別構成(試算) 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和6(2024)年度の数値 

2) 輸⼊熱量は供給熱量と国産熱量の差とし、輸出、在庫分を除く。
3) 主要品⽬の国・地域別の輸⼊熱量を、農林⽔産省「令和6年農林

⽔産物輸出⼊概況」の各品⽬の国・地域ごとの輸⼊量で按分し
て試算 

4) 輸⼊飼料による畜産物の⽣産分は輸⼊熱量としており、この輸
⼊熱量については、主な輸⼊飼料の国・地域ごとの輸⼊量(可消
化養分総量(TDN)換算)で按分 
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け下落しました。令和7(2025)年11⽉以降、タイの洪⽔被害等を受け上昇しましたが、世
界的な供給量の増加等を受け、再び下落しています。 

 

 
 
((⾷⾷料料価価格格指指数数はは安安定定ししてていいるるもものののの、、植植物物油油はは上上昇昇傾傾向向))  

FAOが公表している⾷料価格指数1については、⾷料品全体で⾒ると令和4(2022)年3⽉
の160.2をピークに下落しており、令和7(2025)年も120〜130前後で安定して推移していま
す(図図表表11--11--77)。 

品⽬別では、砂糖は原料作物であるさとうきびの主要⽣産国での⽣産の増加や豊作の⾒
通しを受け、令和8(2026)年3⽉に92.4となりました。また、植物油は上昇傾向にあります
が、穀物や⾁類といったその他の品⽬は⽐較的安定して推移しています。 

 

 

 
1 国際市場における五つの主要⾷料(穀物、⾁類、乳製品、植物油及び砂糖)の国際価格から計算される世界の⾷料価格の指標 

図表1-1-7 FAOの⾷料価格指数 
(⾷料品全体) (品⽬別) 

資料：FAO「FAO Food Price Index」 
注：1) 平成26(2014)〜28(2016)年の平均価格を100とする指数 

2) 令和8(2026)年3⽉時点の数値 
3) 参考⽂献⼀覧を参照 
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図表1-1-6 穀物等の国際価格 

資料：シカゴ商品取引所、タイ国家貿易取引委員会のデータを基に農林⽔産省作成 
注：グラフは令和8(2026)年3⽉までの毎⽉第1⾦曜⽇の価格(⽶は第1⽔曜⽇の価格) 

令和8(2026)年3⽉6⽇時点の価格
(⽶は令和8(2026)年3⽉2⽇時点の価格)
□内は過去最⾼値
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